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各  位 

 

会 社 名 株式会社 荏原製作所 

代表者名 代表取締役社長  矢後  夏之助

（コード番号 6361  東証第１部 札証）

問合せ先 執行役員経理財務統括部長  長 木  健 悟

（電話 03－3743－6111）

 

新株式発行及び株式売出し並びに 

転換社債型新株予約権付社債発行に関するお知らせ 

 

 

 当社は、本日開催の取締役会において、新株式発行及び当社株式の売出し並びに130％コールオプショ

ン条項付第６回無担保転換社債型新株予約権付社債（転換社債型新株予約権付社債間限定同順位特約

付）発行を決議いたしましたので、下記のとおりお知らせいたします。 

 

記 

Ⅰ．本資金調達の目的 

本資金調達の目的は、以下のとおりです。 

・成長資金の確保 

本資金調達により、以下に記載する風水力事業及び精密・電子事業における成長戦略を実現す

るための成長資金の確保を図ります。 

 

風水力事業 

シェールガスや LNG を中心とした世界的なエネルギー需要の拡大、新興国を中心とした社会イ

ンフラ整備の進展等、当社の成長機会を的確に捉えるため、グローバルな生産体制の強化及びア

フター需要の獲得に対応した販売ネットワークやサービスショップの展開に取り組んでまいり

ます。 

精密・電子事業 

これまでに培った主要半導体メーカーとの強固な関係を十分に活かして、微細化・３次元化・

大口径化等の顧客ニーズに対応した製品開発に取り組み、収益拡大を目指します。 

 

・財務基盤・財務柔軟性の確保 

本資金調達により、上記の成長戦略を下支えするため、強固な財務基盤・財務柔軟性の確保を

図ります。 

 

本資金調達においては、新株式の発行と転換社債型新株予約権付社債の発行とを組み合わせること

により、資金調達を新株式の発行のみで行う場合に比べ、株式価値の希薄化を抑制することが可能と
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なっております。 

当社グループは、平成 24 年 11 月に創業 100 周年を迎えましたが、次の 100 年も「優れた技術と最

良のサービスの提供を通じて広く社会に貢献する産業機械メーカー」であり続けるため、「新たな挑

戦への第一歩」を踏み出してまいります。 

 
 

Ⅱ．新株式発行及び株式売出し 

１．公募による新株式発行 

(１) 募 集 株 式 の 

種 類 及 び 数 

 下記①乃至③の合計による当社普通株式 39,300,000 株 

① 下記(４)①に記載の国内一般募集における共同主幹事会社の買

取引受けの対象株式として当社普通株式 18,300,000 株 

② 下記(４)②に記載の海外募集における海外主幹事引受会社の買

取引受けの対象株式として当社普通株式 18,300,000 株 

③ 下記(４)②に記載の海外募集における海外主幹事引受会社に対

して付与する追加的に発行する当社普通株式を買取る権利の対

象株式の上限として当社普通株式 2,700,000 株 

(２) 払 込 金 額 の 

決 定 方 法 

 日本証券業協会の定める有価証券の引受け等に関する規則第25条

に規定される方式により、平成 25 年３月５日(火)から平成 25 年

３月８日(金)までの間のいずれかの日（以下「発行価格等決定日」

という。）に決定する。 

(３) 増加する資本金及び資

本 準 備 金 の 額 

 増加する資本金の額は、会社計算規則第 14 条第１項に従い算出さ

れる資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果１円

未満の端数が生じたときは、その端数を切り上げるものとする。

また、増加する資本準備金の額は、資本金等増加限度額から増加

する資本金の額を減じた額とする。 

(４) 募 集 方 法  国内及び海外における同時募集とする。 

国内一般募集、海外募集及びオーバーアロットメントによる売出し

の単独グローバル・コーディネーターは野村證券株式会社とする。

①国内一般募集 

国内における募集（以下「国内一般募集」という。）は一般募集

とし、野村證券株式会社、ＵＢＳ証券株式会社及びメリルリン

チ日本証券株式会社（以下「共同主幹事会社」という。）に国内

一般募集分の全株式を買取引受けさせる。 

②海外募集 

海外における募集（以下「海外募集」という。）は欧州を中心と

する海外市場（ただし、米国及びカナダを除く。）における募集

とし、Nomura International plc、UBS Limited 及び Merrill Lynch 

International（以下「海外主幹事引受会社」という。）に海外

募集分の全株式を総額個別買取引受けさせる。また、海外主幹事

引受会社に対して上記(１)③に記載の追加的に発行する当社普

通株式を買取る権利を付与する。 

なお、上記①及び②に記載の各募集に係る株式数については、国内
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一般募集株数 18,300,000 株及び海外募集株数 21,000,000 株（上記

(１)②に記載の買取引受けの対象株数 18,300,000 株及び上記(１)

③に記載の追加的に発行する当社普通株式を買取る権利の対象株

数 2,700,000 株）を目処に募集を行うが、その最終的な内訳は、需

要状況等を勘案した上で、発行価格等決定日に決定する。 

また、上記①及び②に記載の各募集における発行価格（募集価格）

は、日本証券業協会の定める有価証券の引受け等に関する規則第

25 条に規定される方式により、発行価格等決定日の株式会社東京

証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値（当日に終値の

ない場合は、その日に先立つ直近日の終値）に 0.90～1.00を乗じた

価格（１円未満端数切捨て）を仮条件として、需要状況等を勘案し

た上で、発行価格等決定日に決定する。 

(５) 引 受 人 の 対 価  引受手数料は支払わず、これに代わるものとして国内一般募集及

び海外募集における発行価格（募集価格）と引受人より当社に払

込まれる金額である払込金額との差額の総額を引受人の手取金と

する。 

(６) 申 込 期 間 

（ 国 内 ） 

 発行価格等決定日の翌営業日から発行価格等決定日の２営業日後

の日まで。 

(７) 払 込 期 日  平成 25 年３月 12 日(火)から平成 25 年３月 15 日(金)までの間の

いずれかの日。ただし、発行価格等決定日の５営業日後の日とす

る。 

(８) 申 込 株 数 単 位  1,000 株 

(９) 払込金額、増加する資本金及び資本準備金の額、発行価格（募集価格）その他公募による新

株式発行に必要な一切の事項の決定については、代表取締役社長 矢後夏之助に一任する。

(10) 国内一般募集については、金融商品取引法による届出の効力発生を条件とする。 

(11) 海外募集又は本新株予約権付社債（以下に定義する。）の発行が中止となる場合は、国内一

般募集も中止する。国内一般募集又は本新株予約権付社債の発行が中止となる場合は、海外

募集も中止する。 

 

２．当社株式の売出し（オーバーアロットメントによる売出し）（下記＜ご参考＞１．を参照のこと。） 

(１) 売 出 株 式 の 

種 類 及 び 数 

 当社普通株式 2,700,000 株 

なお、上記売出株式数は上限を示したものである。国内一般募集

の需要状況等により減少し、又はオーバーアロットメントによる

売出しそのものが全く行われない場合がある。売出株式数は、国

内一般募集の需要状況等を勘案した上で、発行価格等決定日に決

定される。 

(２) 売 出 人  野村證券株式会社 

(３) 売 出 価 格  未定（発行価格等決定日に決定する。なお、売出価格は公募によ

る新株式発行における発行価格（募集価格）と同一とする。） 

(４) 売 出 方 法  国内一般募集の需要状況等を勘案した上で、野村證券株式会社が

当社株主から 2,700,000 株を上限として借入れる当社普通株式の

日本国内における売出しを行う。 
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(５) 申 込 期 間  国内一般募集における申込期間と同一とする。 

(６) 受 渡 期 日  国内一般募集における払込期日の翌営業日とする。 

(７) 申 込 株 数 単 位  1,000 株 

(８) 売出価格その他オーバーアロットメントによる売出しに必要な一切の事項の決定について

は、代表取締役社長 矢後夏之助に一任する。 

(９) オーバーアロットメントによる売出しについては、金融商品取引法による届出の効力発生を

条件とする。 

(10) 国内一般募集が中止となる場合は、オーバーアロットメントによる売出しも中止する。 

 

３．第三者割当による新株式発行（下記＜ご参考＞１．を参照のこと。） 

(１) 募 集 株 式 の 

種 類 及 び 数 

 当社普通株式 2,700,000 株 

(２) 払 込 金 額 の 

決 定 方 法 

 発行価格等決定日に決定する。なお、払込金額は公募による新株

式発行における払込金額と同一とする。 

(３) 増加する資本金及び資

本 準 備 金 の 額 

 増加する資本金の額は、会社計算規則第 14 条第１項に従い算出さ

れる資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果１円

未満の端数が生じたときは、その端数を切り上げるものとする。

また、増加する資本準備金の額は、資本金等増加限度額から増加

する資本金の額を減じた額とする。 

(４) 割 当 先  野村證券株式会社 

(５) 申 込 期 間 

( 申 込 期 日 ) 

 平成 25 年３月 25 日(月) 

(６) 払 込 期 日  平成 25 年３月 26 日(火) 

(７) 申 込 株 数 単 位  1,000 株 

(８) 上記(５)に記載の申込期間（申込期日）までに申込みのない株式については、発行を打切る

ものとする。 

(９) 払込金額、増加する資本金及び資本準備金の額、その他第三者割当による新株式発行に必要

な一切の事項の決定については、代表取締役社長 矢後夏之助に一任する。 

(10) 第三者割当による新株式発行については、金融商品取引法による届出の効力発生を条件とす

る。 

(11) 国内一般募集が中止となる場合は、第三者割当による新株式発行も中止する。 

 

 

Ⅲ．公募による転換社債型新株予約権付社債発行 

１．社債の名称 株式会社荏原製作所 130％コールオプション条項付第６回無担

保転換社債型新株予約権付社債（転換社債型新株予約権付社債

間限定同順位特約付）（以下「本新株予約権付社債」といい、

そのうち社債のみを「本社債」、新株予約権のみを「本新株予

約権」という。） 

２．社債総額 金 200 億円 

３．各社債の金額 金 100 万円 

４．社債、株式等の振替に関す 本新株予約権付社債は、社債、株式等の振替に関する法律（以
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る法律の適用 下「社債等振替法」という。）の規定の適用を受け、振替機関

（第 30 項に定める。以下同じ。）の振替業に係る業務規程その

他の規則に従って取り扱われるものとする。社債等振替法に従

い本新株予約権付社債の社債権者（以下「本社債権者」という。）

が新株予約権付社債券の発行を請求することができる場合を除

き、本新株予約権付社債に係る新株予約権付社債券は発行され

ない。社債等振替法に従い本新株予約権付社債に係る新株予約

権付社債券が発行される場合、かかる新株予約権付社債券は無

記名式とし、本社債権者は、かかる新株予約権付社債券を記名

式とすることを請求することはできない。 

５．新株予約権又は社債の譲渡 本新株予約権付社債は会社法第 254 条第２項本文及び第３項本

文の定めにより本新株予約権又は本社債の一方のみを譲渡する

ことはできない。 

６．社債の利率 本社債には利息を付さない。 

７．社債の払込金額（発行価額） 各社債の金額 100 円につき金 100 円 

８．社債の発行価格 各社債の金額 100 円につき金 102.5 円 

９．社債の償還価額 各社債の金額 100 円につき金 100 円 

ただし、繰上償還する場合は第 12 項第(2)号乃至第(4)号に定め

る金額による。 

10．担保・保証の有無 

本新株予約権付社債には担保及び保証は付されておらず、また本新株予約権付社債のために特

に留保されている資産はない。 

11．社債管理者 

(1) 社債管理者の名称 

株式会社みずほコーポレート銀行 

(2) 債権者の異議手続における社債管理者の権限 

会社法第 740 条第２項本文の定めにかかわらず、社債管理者は、同条第１項に掲げる債権

者の異議手続において、社債権者集会の決議によらずに本社債権者のために異議を述べる

ことは行わない。 

(3) 社債管理者の辞任 

①社債管理者は、以下に定める場合その他正当な事由がある場合は、社債管理者の事務を

承継する者を定めて辞任することができる。 

(イ)社債管理者と本社債権者との間で利益が相反する又は利益が相反するおそれがある

場合。 

(ロ)社債管理者が、社債管理者としての業務の全部又は重要な業務の一部を休止又は廃止

しようとする場合。 

②本号①の場合には、当社並びに社債管理者及び社債管理者の事務を承継する者は、遅滞

なくかかる変更によって必要となる手続を行わなければならない。 

12．社債の償還の方法及び期限 

(1) 本社債の元金は、平成 30 年３月 19 日にその総額を償還する。ただし、繰上償還に関して

は本項第(2)号乃至第(4)号に、買入消却に関しては本項第(6)号に定めるところによる。 

(2) 組織再編行為による繰上償還 
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①組織再編行為（本号⑤に定義する。）が当社の株主総会（株主総会の承認が不要な場合

は取締役会）で承認された場合において、当社が、かかる承認の日（以下「組織再編行

為承認日」という。）までに、社債管理者に対し、承継会社等（本号⑥に定義する。以

下同じ。）が理由の如何を問わず当該組織再編行為の効力発生日において日本の金融商

品取引所における上場会社であることを、当社としては予定していない旨を記載し、当

社の代表取締役が署名した証明書を交付した場合には、当社は、償還日（当該組織再編

行為の効力発生日又はそれ以前の日とする。ただし、当該組織再編行為の効力発生日が

組織再編行為承認日から 30 日以内に到来する場合には、下記に定める公告を行った日

から 30 日目以降の日とする。）の 30 日前までに必要事項を公告したうえで、残存する

本社債の全部（一部は不可）を、本号②乃至④に従って決定される償還金額（以下「組

織再編行為償還金額」という。）で繰上償還する。 

②組織再編行為償還金額は、参照パリティ（本号③に定義する。）及び償還日に応じて下

記の表（本社債の各社債の金額に対する割合（百分率）として表示する。）に従って決

定される。 

組織再編行為償還金額（％） 

参照パリティ 
償還日 

70 80 90 100 110 120 130 140 150 160 170 

平成 25 年

３月 15 日 
98.47 102.50 107.39 113.09 119.52 126.64 134.35 142.59 151.31 160.48 170.00

平成 26 年

３月 15 日 
98.89 102.59 107.20 112.72 119.05 126.13 133.87 142.18 151.01 160.30 170.00

平成 27 年

３月 15 日 
98.81 102.09 106.37 111.66 117.89 125.00 132.87 141.39 150.47 160.05 170.00

平成 28 年

３月 15 日 
98.84 101.58 105.45 110.39 116.26 122.97 130.18 140.00 150.00 160.00 170.00

平成 29 年

３月 15 日 
98.84 100.59 103.77 108.50 114.68 122.02 130.11 140.00 150.00 160.00 170.00

平成 30 年

３月 16 日 
100.00 100.00 100.00 100.00 110.00 120.00 130.00 140.00 150.00 160.00 170.00

（注） 上記表中の数値は、平成 25 年２月 12 日(火)現在における見込みの数値であ

り、平成 25 年３月５日(火)から平成 25 年３月８日(金)までの間のいずれか

の日（以下「転換価額等決定日」という。）に、当該転換価額等決定日にお

ける金利、当社普通株式の株価、ボラティリティ及びその他の市場動向を勘

案した当該償還時点における本新株予約権付社債の価値を反映する金額と

なるような数値に決定される。 

③「参照パリティ」は、(イ)当該組織再編行為に関して当社普通株式の株主に支払われる

対価が金銭のみである場合には、当社普通株式１株につき支払われる当該金銭の額を当

該組織再編行為承認日時点で有効な転換価額（第 13 項第(6)号②に定義する。以下同

じ。）で除して得られた値（小数第５位まで算出し、小数第５位を四捨五入し、これを

百分率で表示する。）とし、(ロ)上記(イ)以外の場合には、会社法に基づき当社の取締

役会において当該組織再編行為の条件（当該組織再編行為に関して支払われ又は交付さ
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れる対価を含む。）が決議された日（決議の日よりも後に当該組織再編行為の条件が公

表される場合にはかかる公表の日）の直後の取引日に始まる５連続取引日の株式会社東

京証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値（気配表示を含まない。以下本項

において同じ。）の平均値を、当該５連続取引日の最終日時点で有効な転換価額で除し

て得られた値（小数第５位まで算出し、小数第５位を四捨五入し、これを百分率で表示

する。）とする。当該５連続取引日において第 13 項第(7)号、第(8)号又は第(10)号に

定める転換価額の調整事由が生じた場合には、当該５連続取引日の当社普通株式の普通

取引の終値の平均値は、社債管理者と協議のうえ合理的に調整されるものとする。本③

及び本項第(3)号②において「取引日」とは、株式会社東京証券取引所が営業している

日をいい、当社普通株式の普通取引の終値が発表されない日を含まない。 

④参照パリティ又は償還日が本号②の表に記載されていない場合には、組織再編行為償還

金額は、以下の方法により算出される。 

(イ)参照パリティが本号②の表の第１行目に記載された２つの値の間の値である場合、又

は償還日が本号②の表の第１列目に記載された２つの日付の間の日である場合には、

組織再編行為償還金額は、かかる２つの値又はかかる２つの日付に対応する本号②の

表中の数値に基づきその双方につきかかる２つの値又はかかる２つの日付の間を直

線で補間して算出した数値により算出した数値（小数第５位まで算出し、小数第５位

を四捨五入し、これを百分率で表示する。）とする。ただし、日付に係る補間につい

ては、１年を 365 日とする。 

(ロ)参照パリティが本号②の表の第１行目の右端の値より高い場合には、参照パリティは

かかる値と同一とみなす。 

(ハ)参照パリティが本号②の表の第１行目の左端の値より低い場合には、参照パリティは

かかる値と同一とみなす。 

ただし、組織再編行為償還金額は、各社債の金額の 170％を上限とし、本号②の表及び

上記(イ)乃至(ハ)の方法に従って算出された値が 170％を超える場合には、組織再編行

為償還金額は各社債の金額の 170％とする。また、組織再編行為償還金額は、各社債の

金額の 100％を下限とし、本号②の表及び上記(イ)乃至(ハ)の方法に従って算出された

値が 100％未満となる場合には、組織再編行為償還金額は各社債の金額の 100％とする。 

⑤「組織再編行為」とは、当社が消滅会社となる合併、吸収分割又は新設分割（承継会社

等が、本社債に基づく当社の義務を引き受け、かつ本新株予約権に代わる新たな新株予

約権を交付する場合に限る。）、当社が他の株式会社の完全子会社となる株式交換又は

株式移転、及びその他の日本法上の会社組織再編手続で、かかる手続により本社債に基

づく当社の義務が他の株式会社に引き受けられることとなるものを総称していう。 

⑥「承継会社等」とは、次の(イ)乃至(へ)に定める株式会社を総称していう。 

(イ)合併（合併により当社が消滅する場合に限る。） 吸収合併存続株式会社又は新設合

併設立株式会社 

(ロ)吸収分割 吸収分割承継株式会社 

(ハ)新設分割 新設分割設立株式会社 

(ニ)株式交換 株式交換完全親株式会社 

(ホ)株式移転 株式移転設立完全親株式会社 

(へ)上記(イ)乃至(ホ)以外の日本法上の会社組織再編手続 本社債に基づく当社の義務

を引き受ける株式会社 
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⑦当社は、本号①に定める公告を行った後は、当該公告に係る繰上償還を取消すことはで

きない。 

(3) 上場廃止等による繰上償還 

①(イ)当社以外の者（以下「公開買付者」という。）によって、当社普通株式の保有者に

対して金融商品取引法に基づく当社普通株式の公開買付けがなされ、(ロ)当社が当該公

開買付けに賛同する意見を表明し、(ハ)当該公開買付けによる当社普通株式の取得の結

果当社普通株式が上場されている全ての日本の金融商品取引所においてその上場が廃

止される可能性があることを当社又は公開買付者が公表又は認容し（ただし、当社又は

公開買付者が、当該公開買付け後も当社が日本の金融商品取引所における上場会社であ

り続けるよう最善の努力をする旨を公表した場合を除く。）、かつ(ニ)公開買付者が当

該公開買付けにより当社普通株式を取得した場合には、当社は、当該公開買付けによる

当社普通株式の取得日（当該公開買付けに係る決済の開始日を意味する。以下同じ。）

から 15 日以内に必要事項を公告したうえで、当該公告において指定した償還日（かか

る償還日は、当該公告の日から 30 日目以降 60 日目までのいずれかの日とする。）に、

残存する本社債の全部（一部は不可）を、本号②に従って決定される償還金額（以下「上

場廃止等償還金額」という。）で繰上償還する。 

②上場廃止等償還金額は、本項第(2)号記載の組織再編行為償還金額の算出方法と同様の

方法により算出される。ただし、参照パリティは、(イ)当該公開買付けの対価が金銭の

みである場合には、買付期間の末日時点で有効な買付価格を、同日時点で有効な転換価

額で除して得られた値（小数第５位まで算出し、小数第５位を四捨五入し、これを百分

率で表示する。）とし、(ロ)上記(イ)以外の場合には、買付期間の末日に終了する５連

続取引日の株式会社東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値の平均値

を、買付期間の末日時点で有効な転換価額で除して得られた値（小数第５位まで算出し、

小数第５位を四捨五入し、これを百分率で表示する。）とする。当該５連続取引日にお

いて第 13 項第(7)号、第(8)号又は第(10)号に定める転換価額の調整事由が生じた場合

には、当該５連続取引日の当社普通株式の普通取引の終値の平均値は、社債管理者と協

議のうえ合理的に調整されるものとする。 

③本号①にかかわらず、当社又は公開買付者が、当該公開買付けによる当社普通株式の取

得日の後に組織再編行為を行う旨の意向を当該公開買付けに係る買付期間の末日まで

に公表した場合には、本号①の規定は適用されない。ただし、当該取得日から 60 日以

内に当該組織再編行為に係る組織再編行為承認日が到来しなかった場合、当社は、かか

る 60 日間の末日から 15 日以内に必要事項を公告したうえで、当該公告において指定し

た償還日（かかる償還日は、当該公告の日から 30 日目以降 60 日目までのいずれかの日

とする。）に、残存する本社債の全部（一部は不可）を、上場廃止等償還金額で繰上償

還する。 

④本項第(2)号に定める繰上償還事由及び本号①又は③に定める繰上償還事由の両方が発

生した場合には、本社債は本項第(2)号に従って償還されるものとする。ただし、本項

第(2)号に定める繰上償還事由が発生した場合において、組織再編行為承認日の前に本

号①又は③に基づく公告が行われたときは、本社債は本号に従って償還されるものとす

る。 

⑤当社は、本号①又は③に定める公告を行った後は、当該公告に係る繰上償還を取消すこ

とはできない。 
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(4) 130％コールオプション条項 

①当社は、株式会社東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値がある 20 連

続取引日（「取引日」とは、株式会社東京証券取引所において当社普通株式の普通取引

が行われる日をいう。以下同じ。）にわたり、各取引日における当該終値が当該取引日

に適用のある転換価額の 130％以上であった場合、平成 28 年３月１日以降、当該 20 連

続取引日の最終日から 15 日以内に必要事項を公告したうえで、当該公告において指定

した償還日（かかる償還日は、当該公告の日から 30 日目以降 60 日目までのいずれかの

日とする。）に、残存する本社債の全部（一部は不可）を、各社債の金額 100 円につき

金 100 円で繰上償還することができる。なお、当社が当社普通株式の株式分割又は当社

普通株式に対する当社普通株式の無償割当て（以下本号において「株式分割等」とい

う。）を行う場合、当該株式分割等の基準日（基準日を定めない場合は、効力発生日の

前日とし、基準日又は効力発生日の前日が取引日でない場合は、それらの直前の取引日

とする。以下本号において同じ。）の２取引日前の日から当該株式分割等の基準日まで

の３取引日についての本条項の適用にあたっては、第 13 項第(7)号②(ロ)の規定にかか

わらず、当該各取引日の１か月前の日における当社の発行済普通株式数から、当該日に

おける当社の有する当社普通株式数を控除した株式数を既発行株式数とし、当該株式分

割等により交付されることとなる株式数を交付株式数として、第 13 項第(7)号①に定め

る新株発行等による転換価額調整式により算出された転換価額をもって、当該各取引日

に適用のある転換価額とする。 

②本項第(2)号又は第(3)号①若しくは③に定める繰上償還事由及び本号①に定める繰上

償還事由の両方が発生した場合には、本社債は本項第(2)号又は第(3)号に従って償還さ

れるものとする。ただし、本項第(2)号又は第(3)号①若しくは③に定める繰上償還事由

が発生した場合において、組織再編行為承認日又は当該公開買付けによる当社普通株式

の取得日の前に本号①に基づく公告が行われたときは、本社債は本号に従って償還され

るものとする。 

③当社は、本号①に定める公告を行った後は、当該公告に係る繰上償還を取消すことはで

きない。 

(5) 償還すべき日（本項第(2)号乃至第(4)号の規定により本社債を繰上償還する場合には、当

該各号に従い公告された償還日を含む。）が銀行休業日にあたるときは、その支払は前銀

行営業日に繰り上げる。 

(6) 当社は、法令又は振替機関の振替業に係る業務規程等の規則に別途定められる場合を除き、

払込期日（第 28 項に定める。）の翌日以降いつでも本新株予約権付社債を買入れること

ができる。買入れた本新株予約権付社債を消却する場合、当該新株予約権付社債について

の本社債又は当該新株予約権付社債に付された本新株予約権の一方のみを消却すること

はできない。 

13．本新株予約権に関する事項 

(1) 本社債に付された本新株予約権の数 

各本社債に付された本新株予約権の数は１個とし、合計 20,000 個の本新株予約権を発行

する。 

(2) 各新株予約権の払込金額 

本新株予約権を引き受ける者は、本新株予約権と引換えに金銭の払込みを要しないものと

する。 
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(3) 本新株予約権の目的である株式の種類及びその数の算定方法 

本新株予約権の目的である株式の種類は当社普通株式とし、その行使請求により当社が交

付する当社普通株式の数は、行使請求に係る本新株予約権が付された本社債の金額の合計

額を当該行使請求の効力発生日に適用のある転換価額で除して得られる数とする。この場

合に１株未満の端数を生じたときはこれを切り捨て、現金による調整は行わない。 

(4) 本新株予約権を行使することができる期間 

本新株予約権付社債の新株予約権者（以下「本新株予約権者」という。）は、平成 25 年

４月１日から平成 30 年３月 15 日までの間、いつでも、本新株予約権を行使し、当社に対

して本項第(3)号に定める当社普通株式の交付を請求することができる。ただし、以下の

期間については、行使請求をすることができないものとする。 

①当社普通株式に係る株主確定日及びその前営業日（振替機関の休業日等でない日をいう。

以下同じ。） 

②振替機関が必要であると認めた日 

③第 12 項第(2)号乃至第(4)号に定めるところにより平成 30 年３月 15 日以前に本社債が

繰上償還される場合には、当該償還に係る元金が支払われる日の前営業日以降 

④第 19 項に定めるところにより当社が本社債につき期限の利益を喪失した場合には、期

限の利益を喪失した日以降 

⑤組織再編行為において承継会社等の新株予約権が交付される場合で、本新株予約権の行

使請求の停止が必要なときは、当社が、行使請求を停止する期間（当該期間は１か月を

超えないものとする。）その他必要事項をあらかじめ書面により社債管理者に通知し、

かつ、当該期間の開始日の１か月前までに必要事項を公告した場合における当該期間 

本号により行使請求が可能な期間を、以下「行使請求期間」という。 

(5) その他の本新株予約権の行使の条件 

各本新株予約権の一部については、行使することができない。 

(6) 本新株予約権の行使に際して出資される財産の内容及びその価額 

①各本新株予約権の行使に際しては、当該各本新株予約権が付された本社債を出資するも

のとし、当該本社債の価額は、その払込金額と同額とする。 

②各本新株予約権の行使により交付する当社普通株式の数を算定するにあたり用いられ

る価額（以下「転換価額」という。ただし、本項第(14)号において、「転換価額」は、

承継新株予約権（本項第(14)号①に定義する。）の行使により交付する承継会社等の普

通株式の数を算定するにあたり用いられる価額をさす。）は、当初、未定であるが、平

成 25 年２月 25 日(月)の取締役会決議に基づく算式により、平成 25 年３月５日(火)か

ら平成 25 年３月８日(金)までの間のいずれかの日（転換価額等決定日）に確定する。

なお、当該算式において、転換価額等決定日の株式会社東京証券取引所における当社普

通株式の普通取引の終値（当日に終値がない場合は、その日に先立つ直近日の終値）に

乗じる値の範囲は、125％程度を目処とした一定の範囲により表示される。ただし、転

換価額は本項第(7)号乃至第(10)号に定めるところにより調整されることがある。 

(7) ①当社は、本新株予約権付社債の発行後、本号②に掲げる各事由により当社普通株式数に

変更を生ずる場合又は変更を生ずる可能性がある場合には、次に定める算式（以下「新

株発行等による転換価額調整式」という。）をもって転換価額を調整する。 
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       １株あたりの
    既発行 交付株式数 

× 
払込金額 

調整後 調整前 株式数 
＋

時  価 

転換価額
＝ 

転換価額
×

既発行株式数＋交付株式数 

②新株発行等による転換価額調整式により転換価額の調整を行う場合及びその調整後の

転換価額の適用時期については、次に定めるところによる。 

(イ)時価（本項第(9)号③に定義する。以下同じ。）を下回る払込金額をもって当社普通

株式を引き受ける者を募集する場合（ただし、平成 25 年２月 19 日開催の取締役会の

決議に基づく公募による新株式発行上限 39,300,000 株及び第三者割当による新株式

発行上限 2,700,000 株に係る募集を除く。）。 

調整後の転換価額は、払込期日（募集に際して払込期間が設けられたときは当該払込

期間の末日とする。以下本項において同じ。）の翌日以降これを適用する。ただし、

当社普通株式の株主に割当てを受ける権利を与えるための基準日がある場合は、当該

基準日の翌日以降これを適用する。 

(ロ)当社普通株式の株式分割又は当社普通株式の無償割当てをする場合。 

調整後の転換価額は、株式分割の場合は当該株式の分割に係る基準日の翌日以降、無

償割当ての場合は無償割当ての効力発生日の翌日以降、これを適用する。ただし、当

社普通株式の無償割当てについて、当社普通株式の株主に割当てを受ける権利を与え

るための基準日がある場合は、当該基準日の翌日以降これを適用する。 

(ハ)時価を下回る価額をもって当社普通株式を交付する定めがある取得請求権付株式、取

得条項付株式若しくは取得条項付新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含

む。）又は時価を下回る価額をもって当社普通株式の交付を受けることができる新株

予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。）（以下「取得請求権付株式等」

という。）を発行する場合。 

調整後の転換価額は、当該取得請求権、取得条項又は新株予約権の全てが当初の条件

で行使又は適用されたものとみなして算出するものとし、払込期日（新株予約権及び

新株予約権付社債の場合は割当日）又は無償割当ての効力発生日の翌日以降これを適

用する。ただし、当社普通株式の株主に割当てを受ける権利を与えるための基準日が

ある場合は、当該基準日の翌日以降これを適用する。 

(ニ)上記(イ)乃至(ハ)にかかわらず、当社普通株式の株主に対して当社普通株式又は取得

請求権付株式等を割り当てる場合、当該割当てに係る基準日が当社の株主総会、取締

役会その他の機関により当該割当てが承認される日より前の日であるときには、調整

後の転換価額は、当該承認があった日の翌日以降これを適用する。ただし、この場合

において、当該基準日の翌日から当該承認があった日までに本新株予約権の行使請求

をした本新株予約権者に対しては、次の算出方法により、当該承認があった日より後

に当社普通株式を交付する。この場合、株式の交付については本項第(18)号の規定を

準用する。 

  調整前 調整後 調整前転換価額により当該

転換価額 
－

転換価額 
×

期間内に交付された株式数
株式数 ＝ 

調 整 後 転 換 価 額 

この場合に１株未満の端数を生じたときはこれを切り捨て、現金による調整は行わな
い。 
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(8) ①当社は、本新株予約権付社債の発行後、本号②に定める特別配当を実施する場合には、

次に定める算式（以下「特別配当による転換価額調整式」といい、新株発行等による転

換価額調整式と併せて「転換価額調整式」と総称する。）をもって転換価額を調整する。 

調整後 調整前 時価－１株あたり特別配当 

転換価額 
＝ 

転換価額 
×

時価 

「１株あたり特別配当」とは、特別配当を、剰余金の配当に係る当該事業年度の最終の

基準日における各社債の金額（金 100 万円）あたりの本新株予約権の目的となる株式の

数で除した金額をいう。１株あたり特別配当の計算については、小数第２位まで算出し、

小数第２位を四捨五入する。 

②「特別配当」とは、平成 30 年３月 15 日までの間に終了する各事業年度内に到来する各

基準日に係る当社普通株式１株あたりの剰余金の配当（配当財産が金銭であるものに限

り、会社法第 455 条第２項及び第 456 条の規定により支払う金銭を含む。）の額に当該

基準日時点における各社債の金額（金 100 万円）あたりの本新株予約権の目的である株

式の数を乗じて得た金額の当該事業年度における累計額が、基準配当金（基準配当金は、

各社債の金額（金 100 万円）を転換価額等決定日に確定する転換価額で除して得られる

数値（小数第１位まで算出し、小数第１位を切り捨てる。）に５を乗じた金額とする。）

（当社が当社の事業年度を変更した場合には合理的に修正された金額）を超える場合に

おける当該超過額をいう。 

③特別配当による転換価額の調整は、各事業年度の配当に係る最終の基準日に係る会社法

第 454 条又は第 459 条に定める剰余金の配当決議が行われた日の属する月の翌月 10 日

以降これを適用する。 

(9) 転換価額の調整については、以下の規定を適用する。 

①転換価額調整式により算出された調整後の転換価額と調整前の転換価額との差額が１

円未満にとどまる限り、転換価額の調整は行わない。ただし、次に転換価額の調整を必

要とする事由が発生し、転換価額を算出する場合は、転換価額調整式中の調整前転換価

額に代えて、調整前転換価額から当該差額を差引いた額を使用するものとする。 

②転換価額調整式の計算については、小数第２位まで算出し、小数第２位を四捨五入する。 

③転換価額調整式で使用する「時価」は、(イ)新株発行等による転換価額調整式の場合は

調整後の転換価額を適用する日（ただし、本項第(7)号②(ニ)の場合は当該基準日）、(ロ)

特別配当による転換価額調整式の場合は当該事業年度の配当に係る最終の基準日、に先

立つ45取引日目に始まる30取引日の株式会社東京証券取引所における当社普通株式の

普通取引の毎日の終値（気配表示を含む。）の平均値（終値のない日数を除く。）とす

る。 

この場合、平均値の計算は、小数第２位まで算出し、小数第２位を四捨五入する。 

④新株発行等による転換価額調整式で使用する「既発行株式数」は、当社普通株式の株主

に割当てを受ける権利を与えるための基準日がある場合は当該基準日又はかかる基準

日がない場合は調整後の転換価額を適用する日の１か月前の応当日（応当日がない場合

には当該日の前月末日とする。）における当社の発行済普通株式数から、当該日におけ

る当社の有する当社普通株式の数を控除し、当該転換価額の調整前に本項第(7)号又は

第(10)号に基づき交付株式数とみなされた当社普通株式のうち未だ交付されていない

当社普通株式の数を加えた数とする。また、当社普通株式の株式分割が行われる場合に

は、新株発行等による転換価額調整式で使用する交付株式数は、基準日における当社の
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有する当社普通株式に割り当てられる当社普通株式の数を含まないものとする。 

(10) 本項第(7)号乃至第(9)号により転換価額の調整を行う場合以外にも、次に掲げる場合には、

当社は、社債管理者と協議のうえ必要な転換価額の調整を行う。 

①株式の併合、資本金若しくは準備金の額の減少、合併（合併により当社が消滅する場合

を除く。）、株式交換又は会社分割のために転換価額の調整を必要とするとき。 

②本号①のほか、当社の発行済普通株式数の変更又は変更の可能性が生じる事由の発生に

より転換価額の調整を必要とするとき。 

③当社普通株式の株主に対する普通株式以外の種類の株式の無償割当てのために転換価

額の調整を必要とするとき。 

④金銭以外の財産を配当財産とする剰余金の配当が、経済的に特別配当に相当するために

転換価額の調整を必要とするとき。 

⑤転換価額を調整すべき事由が２つ以上相接して発生する等、一方の事由に基づく調整後

の転換価額の算出にあたり使用すべき時価につき、他方の事由による影響を考慮する必

要があるとき。 

(11) 本項第(7)号乃至第(10)号により転換価額の調整を行うときは、当社は、あらかじめ書面

によりその旨並びにその事由、調整前の転換価額、調整後の転換価額及びその適用の日そ

の他必要事項を社債管理者に通知し、かつ、適用の日の前日までに必要事項を公告する。

ただし、本項第(7)号②(ニ)の場合その他適用の日の前日までに前記の公告を行うことが

できないときは、適用の日以降すみやかにこれを行う。 

(12) 本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金 

本新株予約権の行使により株式を発行する場合の増加する資本金の額は、会社計算規則第

17 条の定めるところに従って算出された資本金等増加限度額に 0.5 を乗じた金額とし、

計算の結果１円未満の端数を生ずる場合は、その端数を切り上げるものとする。増加する

資本準備金の額は、資本金等増加限度額より増加する資本金の額を減じた額とする。 

(13) 本新株予約権の取得事由 

取得事由は定めない。 

(14) 当社が組織再編行為を行う場合の承継会社等による本新株予約権付社債の承継 

①当社は、当社が組織再編行為を行う場合（ただし、承継会社等の普通株式が当社の株主

に交付される場合に限る。）は、第 12 項第(2)号に基づき本社債の繰上償還を行う場合

を除き、当該組織再編行為の効力発生日の直前において残存する本新株予約権の新株予

約権者に対し、本号②に定める内容の承継会社等の新株予約権（以下「承継新株予約権」

という。）を交付するものとする。この場合、当該組織再編行為の効力発生日において、

本新株予約権は消滅し、本社債に係る債務は承継会社等に承継され（承継会社等に承継

された本社債を以下「承継社債」という。）、承継新株予約権は承継社債に付された新

株予約権となり、本新株予約権者は承継新株予約権の新株予約権者となる。本要項の本

新株予約権に関する規定は承継新株予約権について準用する。 

②承継新株予約権の内容は次に定めるところによる。 

(イ)承継新株予約権の数 

組織再編行為の効力発生日の直前において残存する本新株予約権の数と同一の数と

する。 

(ロ)承継新株予約権の目的である株式の種類 

承継会社等の普通株式とする。 
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(ハ)承継新株予約権の目的である株式の数の算定方法 

行使請求に係る承継新株予約権が付された承継社債の金額の合計額を下記(ニ)に定

める転換価額で除して得られる数とする。この場合に１株未満の端数を生じたときは

これを切り捨て、現金による調整は行わない。 

(ニ)承継新株予約権が付された承継社債の転換価額 

承継新株予約権が付された承継社債の転換価額は、組織再編行為の効力発生日の直前

に本新株予約権を行使した場合に本新株予約権者が得られるのと同等の経済的価値

を、組織再編行為の効力発生日の直後に承継新株予約権を行使したときに受領できる

ように定めるものとする。なお、組織再編行為の効力発生日以後における承継新株予

約権が付された承継社債の転換価額は、本項第(7)号乃至第(10)号に準じた調整を行

う。 

(ホ)承継新株予約権の行使に際して出資される財産の内容及びその価額 

各承継新株予約権の行使に際しては、当該各承継新株予約権が付された承継社債を出

資するものとし、当該承継社債の価額は、本社債の払込金額と同額とする。 

(へ)承継新株予約権を行使することができる期間 

組織再編行為の効力発生日（当社が本項第(4)号⑤に定める行使請求を停止する期間

を定めた場合には、当該組織再編行為の効力発生日又は当該停止期間の末日の翌銀行

営業日のうちいずれか遅い日）から本項第(4)号に定める本新株予約権の行使請求期

間の末日までとする。 

(ト)承継新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本

準備金 

承継新株予約権の行使により株式を発行する場合の増加する資本金の額は、会社計算

規則第 17 条の定めるところに従って算出された資本金等増加限度額に 0.5 を乗じた

金額とし、計算の結果１円未満の端数を生ずる場合は、その端数を切り上げるものと

する。増加する資本準備金の額は、資本金等増加限度額より増加する資本金の額を減

じた額とする。 

(チ)その他の承継新株予約権の行使の条件 

各承継新株予約権の一部については、行使することができない。 

(リ)承継新株予約権の取得事由 

取得事由は定めない。 

(15) 本新株予約権の行使請求受付事務は、第 29 項に定める行使請求受付場所（以下「行使請

求受付場所」という。）においてこれを取り扱う。 

(16) ①行使請求しようとする本新株予約権者は、行使請求期間中に、当該本新株予約権者が本

新株予約権付社債の振替を行うための口座の開設を受けた振替機関又は口座管理機関

（以下「直近上位機関」という。）を通じて、行使請求受付場所に行使請求に要する事

項として当社の定める事項を通知しなければならない。 

②行使請求受付場所に対し行使請求に要する事項を通知した者は、その後これを撤回する

ことができない。 

(17) 行使請求の効力は、行使請求に要する事項の通知が行使請求受付場所に到達した日に発生

する。本新株予約権の行使請求の効力が発生したときは、当該本新株予約権に係る本社債

について弁済期が到来するものとする。 

(18) 当社は、行使請求の効力発生後当該行使請求に係る本新株予約権者に対し、当該本新株予
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約権者が指定する直近上位機関における振替口座簿の保有欄に振替株式の増加の記録を

行うことにより株式を交付する。 

(19) 当社が単元株式数の定めを廃止する場合等、本要項の規定中読み替えその他の措置が必要

となる場合には、当社及び社債管理者が協議して必要な措置を講じる。 

14．担保提供制限 

(1) 当社は、本社債の未償還残高が存する限り、当社が国内で今後発行する他の転換社債型新

株予約権付社債のために担保提供する場合（当社の資産に担保権を設定する場合、当社の

特定の資産につき担保権設定の予約をする場合及び当社の特定の資産につき当社の特定

の債務以外の債務の担保に供しない旨を約する場合をいう。以下同じ。）には、本新株予

約権付社債のためにも担保付社債信託法に基づき、同順位の担保権を設定する。本要項に

おいて、転換社債型新株予約権付社債とは、会社法第２条第 22 号に定められた新株予約

権付社債であって、会社法第 236 条第１項第３号の規定により、新株予約権の内容として、

当該新株予約権に係る社債を新株予約権の行使に際してする出資の目的とする旨を定め

たものをいう。 

(2) 前号に基づき設定した担保権が本社債を担保するに十分でない場合には、当社は本新株予

約権付社債のために担保付社債信託法に基づき、社債管理者が適当と認める担保権を設定

する。 

(3) 当社が吸収合併、株式交換又は吸収分割により、担保権の設定されている吸収合併消滅会

社、株式交換完全子会社又は吸収分割会社の転換社債型新株予約権付社債を承継する場合

には、前二号は適用されない。 

15．担保付社債への切換 

(1) 当社は、社債管理者と協議のうえ、いつでも本新株予約権付社債のために担保付社債信託

法に基づき、社債管理者が適当と認める担保権を設定することができる。 

(2) 当社が第 14 項又は前号により本新株予約権付社債のために担保権を設定する場合は、当

社は、ただちに登記その他必要な手続を完了し、かつ、その旨を担保付社債信託法第 41

条第４項の規定に準じて公告する。 

16．特定資産の留保 

(1) 当社は、社債管理者と協議のうえ、いつでも当社の特定の資産（以下「留保資産」という。）

を本新株予約権付社債以外の当社の債務に対し担保提供を行わず本新株予約権付社債の

ために留保することができる。この場合、当社は社債管理者との間にその旨の特約を締結

するものとする。 

(2) 前号の場合、当社は社債管理者との間に次の①乃至⑦についても特約するものとする。 

①留保資産のうえに本社債権者の利益を害すべき抵当権、質権その他の権利又はその設定

の予約等が存在しないことを当社が保証する旨。 

②当社は、社債管理者の書面による承諾なしに留保資産を他に譲渡又は貸与しない旨。 

③当社は、原因の如何にかかわらず、留保資産の価額の総額が著しく減少したときは、た

だちに書面により社債管理者に通知する旨。 

④当社は、社債管理者が必要と認め請求したときは、ただちに社債管理者の指定する資産

を留保資産に追加する旨。 

⑤当社は、本社債の未償還残高の減少又はやむを得ない事情がある場合には、社債管理者

の承諾により、留保資産の一部又は全部につき社債管理者が適当と認める他の資産と交

換し、又は留保資産から除外することができる旨。 
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⑥当社は、社債管理者が本新株予約権付社債権保全のために必要と認め請求したときは、

本新株予約権付社債のために留保資産のうえに担保付社債信託法に基づき社債管理者

が適当と認める担保権を設定する旨。 

⑦本号⑥の場合、留保資産のうえに担保権を設定できないときは、当社は本新株予約権付

社債のために担保付社債信託法に基づき社債管理者が適当と認める担保権を設定する

旨。 

(3) 本項第(1)号の場合、社債管理者は、本社債権者保護のために必要と認められる措置をと

ることを当社に請求することができる。 

17．担保提供制限に係る特約の解除 

当社が第14項又は第15項第(1)号により本新株予約権付社債のために担保権を設定した場合、

又は第 16 項により本新株予約権付社債のために留保資産の留保を行った場合であって、社債

管理者が承認したときは、以後、第 14 項及び第 21 項第(2)号は適用されない。 

18．利益維持 

(1) 当社は、本社債の払込期日以降、本社債の未償還残高が存する限り、当社の各事業年度に

係る監査済連結損益計算書（連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則により

作成されたものとし、以下「連結損益計算書」という。）に示される経常損益につき、利

益を維持するものとする。 

(2) 当社の各事業年度に係る連結損益計算書に示される経常損益が３期連続して損失となっ

た場合、その最終の事業年度（以下「最終事業年度」という。）の末日から４か月を経過

した日に前号の違背が生じたものとみなす。 

(3) 前号の規定は、最終事業年度の経常損失額がその直前事業年度の経常損失額を下回り、か

つ、３期間の経常損失累計額が当該連続経常損失発生１期目の直前事業年度の末日におけ

る監査済連結貸借対照表（連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則により作

成されたものとする。）に示される純資産合計額の 30％を超えない場合には適用しない。

ただし、当該最終事業年度の直前事業年度の経常損失に関して、本号本文により前号の適

用を免れていた場合を除く。 

19．期限の利益喪失に関する特約 

当社は、次の各場合には本社債について期限の利益を喪失し、第 24 項に定めるところにより、

その旨を公告するものとする。ただし、第 14 項又は第 15 項第(1)号により当社が、本社債権

保全のために、担保付社債信託法に基づき社債管理者が適当と認める担保権を設定したときは、

本項第(2)号又は第(3)号に該当しても期限の利益を喪失しない。 

(1) 当社が、第 12 項の規定に違背したとき。 

(2) 当社が、第 14 項の規定に違背したとき。 

(3) 第 18 項第(2)号に基づき同項第(1)号の違背が生じたものとみなされたとき。 

(4) 当社が、第 13 項第(7)号乃至第(11)号、第 15 項第(2)号、第 20 項、第 21 項、第 22 項、

第 23 項又は第 24 項の規定のいずれかに違背し、社債管理者の指定する期間内にその履行

又は補正をしないとき。 

(5) 当社が、本社債以外の社債について期限の利益を喪失し、又は期限が到来してもその弁済

をすることができないとき。 

(6) 当社が、社債を除く借入金債務について期限の利益を喪失したとき、又は当社以外の社債

若しくはその他の借入金債務に対して当社が行った保証債務について履行義務が発生し

たにもかかわらず、その履行をすることができないとき。ただし、当該債務の合計額（邦
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貨換算後）が５億円を超えない場合は、この限りではない。 

(7) 当社が、破産手続開始、民事再生手続開始若しくは会社更生手続開始の申立をし、又は取

締役会において解散（合併の場合を除く。）の議案を株主総会に提出する旨の決議を行っ

たとき。 

(8) 当社が、破産手続開始、民事再生手続開始若しくは会社更生手続開始の決定又は特別清算

開始の命令を受けたとき。 

(9) 当社が、その事業経営に不可欠な資産に対し差押若しくは競売（公売を含む。）の申立を

受け若しくは滞納処分を受けたとき、又はその他の事由により当社の信用を害する事実が

生じたときで、社債管理者が本社債の存続を不適当であると認めたとき。 

20．社債管理者に対する定期報告 

(1) 当社は、社債管理者にその事業の概況を随時報告し、また、毎事業年度の決算及び剰余金

の配当（会社法第 454 条第５項に定める中間配当を含む。）については取締役会決議後た

だちに書面をもって社債管理者に通知する。当社が、会社法第 441 条第１項に定められた

一定の日における臨時計算書類の作成を行う場合も同様とする。 

(2) 当社は、金融商品取引法に基づき作成する有価証券報告書及びその添付資料の写しを当該

事業年度経過後３か月以内に、四半期報告書の写しを当該各期間経過後 45 日以内に社債

管理者に提出する。金融商品取引法第 24 条の４の２に定める確認書及び金融商品取引法

第 24 条の４の４に定める内部統制報告書についても上記各書類の取扱いに準ずる。また、

当社が臨時報告書及び訂正報告書を財務局長等に提出した場合には遅滞なくこれを社債

管理者に提出する。ただし、当社が、金融商品取引法第 27 条の 30 の３に基づき有価証券

報告書、四半期報告書又は臨時報告書及びそれらの訂正報告書（添付資料を含み、以下「報

告書等」という。）の電子開示手続を行う場合は、これら報告書等を財務局長等に提出し

た旨の社債管理者への通知をもって社債管理者への報告書等及び前号に規定する書面の

提出に代えることができる。 

21．社債管理者に対する通知 

(1) 当社は、本新株予約権付社債発行後、社債原簿及び新株予約権原簿に記載すべき事由が生

じたとき並びに変更が生じたときは、遅滞なく社債原簿及び新株予約権原簿にその旨の記

載を行い、書面をもって社債管理者に通知する。 

(2) 当社は、本新株予約権付社債発行後、当社が国内で今後発行する他の転換社債型新株予約

権付社債のために担保提供する場合には、あらかじめ書面によりその旨並びにその事由、

債務の内容及び担保物その他必要事項を社債管理者に通知しなければならない。 

(3) 当社は、次に掲げる場合には、あらかじめ書面により社債管理者へその旨を通知する。 

①当社の事業経営に不可欠な資産を譲渡又は貸与すること。 

②当社の事業の全部又は重要な一部の管理を他に委託すること。 

③当社の事業の全部又は重要な部分を休止又は廃止すること。 

④当社の事業経営に重大な影響を及ぼすような資本金又は準備金の額の減少をすること。 

⑤組織変更、合併若しくは会社分割をすること又は株式交換若しくは株式移転により他の

会社の完全子会社になること。 

⑥解散を行うこと。 

(4) 当社は、次の各場合には、ただちに書面により社債管理者へその旨を通知する。 

①当社が、支払停止となったとき、又は手形交換所の取引停止処分を受けたとき。 

②当社が、社債を除く借入金債務について期限が到来してもその弁済をすることができな
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いとき。 

③当社が、その事業経営に不可欠な資産に対し強制執行、仮差押え若しくは仮処分の執行

若しくは担保権の実行としての競売（公売を含む。）の申立、又は滞納処分を受けたと

き。 

④当社又は第三者により、当社について破産手続開始、民事再生手続開始、会社更生手続

開始又は特別清算開始の申立があったとき。 

22．社債管理者の調査権限 

(1) 当社は、社債管理者が本社債権保全のために必要と認め請求した場合には、当社並びに当

社の連結子会社及び持分法適用会社の事業、経理、帳簿書類等に関する報告書を提出しな

ければならない。また、社債管理者は、当社の費用で自ら又は人を派遣して当社並びに当

社の連結子会社及び持分法適用会社の事業、経理、帳簿書類等につき調査を行うことがで

きる。 

(2) 前号の場合で、社債管理者が当社並びに当社の連結子会社及び持分法適用会社の調査を行

うときは、当社は、社債権者の利益保護に必要かつ合理的な範囲内でこれに協力する。 

23．繰上償還の場合の通知及び公告 

(1) 当社が、第 12 項第(2)号に定める繰上償還をする場合は、償還しようとする日の少なくと

も 60 日前にその旨及び期日その他必要事項を書面で社債管理者に通知する。 

(2) 当社が、第 12 項第(3)号に定める繰上償還をする場合は、当該公開買付けによる当社普通

株式の取得日（第 12 項第(3)号③ただし書の場合は 60 日間の末日）から７日以内にその

旨及び期日その他必要事項を書面で社債管理者に通知する。 

(3) 当社が、第 12 項第(4)号に定める繰上償還をする場合は、第 12 項第(4)号に定める 20 連

続取引日の最終日から７日以内にその旨及び期日その他必要事項を書面で社債管理者に

通知する。 

(4) 第 12 項第(2)号乃至第(4)号に定める繰上償還をする場合の公告は、第 24 項に定める方法

によりこれを行う。 

24．公告の方法 

本新株予約権付社債に関して社債権者に対し公告する場合には、法令に別段の定めがあるもの

を除いては、当社の定款所定の電子公告の方法によりこれを行う。ただし、事故その他やむを

得ない事由によって電子公告による公告をすることができない場合は、当社の定款所定の新聞

紙並びに東京都及び大阪市において発行する各１種以上の新聞紙（重複するものがあるときは、

これを省略することができる。）への掲載又は社債管理者が認めるその他の方法によりこれを

行う。また、社債管理者が社債権者のために必要と認めて公告する場合には、社債管理者の定

款所定の方法によりこれを行う。 

25．社債要項及び社債管理委託契約証書の公示 

当社及び社債管理者は、その本店に本新株予約権付社債の社債要項及び社債管理委託契約証書

の謄本を備え置き、その営業時間中一般の閲覧に供する。 

26．社債権者集会に関する事項 

(1) 本新株予約権付社債の社債権者集会は、本社債の種類（会社法第 681 条第１号に定める種

類をいう。）の社債（以下「本種類の社債」という。）の社債権者により組織され、当社

又は社債管理者がこれを招集するものとし、社債権者集会の日の３週間前までに、社債権

者集会を招集する旨及び会社法第 719 条各号に掲げる事項を公告するものとする。 

(2) 本種類の社債の社債権者集会は東京都においてこれを行う。 
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(3) 本種類の社債の総額（償還済みの額を除き、当社が有する当該社債の金額の合計額は算入

しない。）の 10 分の１以上にあたる本種類の社債を有する社債権者は、本新株予約権付

社債についての社債等振替法第 222 条第３項の規定による書面を社債管理者に提示のう

え、社債権者集会の目的である事項及び招集の理由を記載した書面を当社又は社債管理者

に提出して、社債権者集会の招集を請求することができる。 

27．申込期間 

転換価額等決定日の翌営業日から転換価額等決定日の２営業日後の日まで。 

28．払込期日（新株予約権の割当日） 

平成 25 年３月 12 日(火)から平成 25 年３月 15 日(金)までの間のいずれかの日。ただし、転換

価額等決定日の５営業日後の日とする。 

29．行使請求受付場所 

株主名簿管理人 三井住友信託銀行株式会社 証券代行部 

30．振替機関 

株式会社証券保管振替機構 

31．償還金の支払 

本社債に係る償還金は、社債等振替法及び振替機関の振替業に係る業務規程等の規則に従って

支払われる。 

32．発行代理人及び支払代理人 

株式会社みずほコーポレート銀行 

33．募集方法 一般募集 

34．引受会社 野村證券株式会社、大和証券株式会社及びみずほ証券株式会社

35．申込取扱場所 引受会社の本店及び国内各支店 

36．引受会社の対価 引受手数料は支払わず、これに代わるものとして一般募集にお

ける発行価格と引受会社より当社に払込まれる金額（本新株予

約権付社債の払込金額）との差額の総額を引受会社の手取金と

する。 

37．取得格付 ＢＢＢ＋（株式会社格付投資情報センター） 

38．上場申請の有無 有（株式会社東京証券取引所） 

39．振替機関への同意 平成 25 年２月 19 日同意書提出 

40．上記に定めるもののほか、第 12 項の「組織再編行為償還金額」の表中の数値の決定その他本

新株予約権付社債の発行に必要な一切の事項の決定については、代表取締役社長 矢後夏之

助に一任する。 

41．本新株予約権付社債の発行については、金融商品取引法による届出の効力発生を条件とする。

42．国内一般募集又は海外募集が中止となる場合は、本新株予約権付社債の発行も中止する。 
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＜ご参考＞ 

１．オーバーアロットメントによる売出し等について 

 上記「Ⅱ．２．当社株式の売出し（オーバーアロットメントによる売出し）」に記載のオーバー

アロットメントによる売出しは、上記「Ⅱ．１．公募による新株式発行」に記載の国内一般募集に

あたり、その需要状況等を勘案した上で、国内一般募集の事務主幹事会社である野村證券株式会社

が当社株主から 2,700,000 株を上限として借入れる当社普通株式の日本国内における売出しであ

ります。オーバーアロットメントによる売出しの売出株式数は、2,700,000 株を予定しております

が、当該売出株式数は上限の売出株式数であり、需要状況等により減少し、又はオーバーアロット

メントによる売出しそのものが全く行われない場合があります。 

 なお、オーバーアロットメントによる売出しに関連して、野村證券株式会社が上記当社株主から

借入れた株式（以下「借入れ株式」という。）の返却に必要な当社普通株式を取得させるために、

当社は本日開催の取締役会において、野村證券株式会社を割当先とする当社普通株式 2,700,000 株

の第三者割当増資（以下「本件第三者割当増資」という。）を、平成 25 年３月 26 日(火)を払込期

日として行うことを決議しております。 

 また、野村證券株式会社は、国内一般募集及びオーバーアロットメントによる売出しの申込期間

の終了する日の翌日から平成 25 年３月 18 日(月)までの間（以下「シンジケートカバー取引期間」

という。）、借入れ株式の返却を目的として、株式会社東京証券取引所においてオーバーアロット

メントによる売出しに係る株式数を上限とする当社普通株式の買付け（以下「シンジケートカバー

取引」という。）を行う場合があります。野村證券株式会社がシンジケートカバー取引により取得

した全ての当社普通株式は、借入れ株式の返却に充当されます。なお、シンジケートカバー取引期

間内において、シンジケートカバー取引を全く行わず、又はオーバーアロットメントによる売出し

に係る株式数に至らない株式数でシンジケートカバー取引を終了させる場合があります。 

 更に、野村證券株式会社は、国内一般募集及びオーバーアロットメントによる売出しに伴って安

定操作取引を行うことがあり、かかる安定操作取引により取得した当社普通株式の全部又は一部を

借入れ株式の返却に充当することがあります。 

 オーバーアロットメントによる売出しに係る株式数から、安定操作取引及びシンジケートカバー

取引によって取得し借入れ株式の返却に充当する株式数を減じた株式数（以下「取得予定株式数」

という。）について、野村證券株式会社は本件第三者割当増資に係る割当てに応じ、当社普通株式

を取得する予定であります。そのため本件第三者割当増資における発行株式数の全部又は一部につ

き申込みが行われず、その結果、失権により本件第三者割当増資における最終的な発行株式数がそ

の限度で減少し、又は発行そのものが全く行われない場合があります。 

 野村證券株式会社が本件第三者割当増資に係る割当てに応じる場合には、野村證券株式会社はオ

ーバーアロットメントによる売出しにより得た資金をもとに取得予定株式数に対する払込みを行

います。 

 なお、上記記載の取引に関して、野村證券株式会社は、ＵＢＳ証券株式会社及びメリルリンチ日

本証券株式会社と協議の上、これらを行います。 
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２．今回の公募増資及び第三者割当増資による発行済株式総数の推移 

現 在 の 発 行 済 株 式 総 数 423,086,658 株 （平成 25 年１月 31 日現在）

公 募 増 資 に よ る 増 加 株 式 数 39,300,000 株 （注）１． 

公 募 増 資 後 の 発 行 済 株 式 総 数 462,386,658 株 （注）１． 

第三者割当増資による増加株式数 2,700,000 株 （注）２． 

第三者割当増資後の発行済株式総数 465,086,658 株 （注）２． 
（注）１．上記「Ⅱ．１．公募による新株式発行」（１）③に記載の権利全部を海外主幹事引受会

社が行使した場合の数字です。 
２．上記「Ⅱ．３．第三者割当による新株式発行」に記載の募集株式数の全株に対し野村證

券株式会社から申込みがあり、発行がなされた場合の数字です。 

 

３．調達資金の使途 

(１) 今回の調達資金の使途 

 

今回の国内一般募集、海外募集及び本件第三者割当増資に係る手取概算額合計上限

15,160,760,000 円について、7,300 百万円を平成 26 年３月末までに、風水力事業及び精密・電

子事業のグローバル展開を加速することを目的として、当社グループの気体機械生産設備やポ

ンプ生産設備等の設備投資資金に充当し、また、3,800 百万円を平成 26 年３月末までに、当社

子会社等への投融資資金に充当し、残額を平成 26 年３月末までに返済期限を迎える長期借入金

の返済に充当する予定であります。 

なお、当社グループの設備投資計画は、平成 25 年２月 19 日現在（ただし、投資予定額の既

支払額については、平成 24 年 12 月 31 日現在）、以下のとおりであります。 

 

投資予定額 
会社名事業所名等 

（所在地） 
セグメント
の名称 

設備の内容 総額 
（百万円）

既支払額
（百万円）

資金調達方法 着手年月 
完成予定
年月 

提出会社      

藤沢事業所 
（神奈川県） 

風水力事業 機械設備 1,123 －
自己資金及
び増資資金 

平成 24 年
４月 

平成 25 年
３月 

富津事業所 
（千葉県） 

風水力事業 
ポンプ生産
設備 

432 －
自己資金及
び増資資金 

平成 24 年
４月 

平成 25 年
３月 

Elliott Company 
（米国）（注）３．

風水力事業 
コンプレッ
サ、タービン
の生産設備 

7,382
（80,997
千米ドル）

2,416
（26,510
千米ドル）

自己資金及
び増資資金 

平成 24 年
１月 

平成 25 年
12 月 

烟台荏原空調設
備有限公司 
（中国）（注）３．

風水力事業 試験設備 
664

（45,400
千中国元）

－
自己資金及
び増資資金 

平成 24 年
１月 

平成 25 年
３月 

提出会社      

藤沢事業所 
（神奈川県） 

精密・電子
事業 

半導体製造
用の開発設
備 

2,106 －
自己資金及
び増資資金 

平成 24 年
４月 

平成 25 年
３月 

熊本事業所 
（熊本県） 

精密・電子
事業 

半導体製造
用の開発設
備 

66 －
自己資金及
び増資資金 

平成 24 年
４月 

平成 25 年
３月 

提出会社      

本社他 
(東京都他) 

その他 
情報インフ
ラ設備、厚生
施設 

4,140 － 自己資金 
平成 24 年

４月 
平成 25 年

３月 
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 （注）１．主として需要者より個別の注文に応じ、型式、能力等、それぞれ異なる製品を生産しているため、
上記設備の増設に係る生産能力の算定は困難であるため、記載を省略しています。 

   ２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 
   ３．投資予定額について、Elliott Company の総額及び既支払額並びに烟台荏原空調設備有限公司の総額

は、平成 25 年１月 31 日時点の為替レートで算出しております。 
 また、当社子会社等への投融資に係る具体的な内容、金額及び支出予定時期は以下の

とおりであります。 
 内容 金額(百万円) 支出予定時期 

風水力事業におけるポンプの海外拠点のオペレーション強化、拡充 1,500 平成 25 年６月 

風水力事業における新興国でのポンプ生産拠点の強化 2,000 平成 26 年２月 

精密・電子事業における中国での新規拠点の設立 300 平成 25 年６月 

合計 3,800 － 
 

 また、本新株予約権付社債の発行に係る手取概算額 19,968 百万円については、全額を平成 25

年９月 30 日に償還期限の到来する、2013 年満期ユーロ円建無担保転換社債型新株予約権付社債

の償還資金に充当する予定であります。なお、当該新株予約権付社債の転換等により償還金額

が減少し、残額が生じた場合は、その後に返済期限を迎える長期借入金の返済に充当する予定

であります。 

(２) 前回調達資金の使途の変更 

 該当事項はございません。 

(３) 業績に与える影響 

  今期の業績予想に変更はありません。 

  

４．株主への利益配分等 

(１) 利益配分に関する基本方針 

 当社は、株主に対する利益還元を経営の最も重要な施策の一つとして位置づけています。配

当については、継続的かつ安定的に行うことを念頭に、当該連結会計年度並びに今後の業績及

び財政状態等を勘案して行うこととしています。 

(２) 配当決定にあたっての考え方 

  上記「（１）利益配分に関する基本方針」に記載のとおりです。 

(３) 内部留保資金の使途 

  内部留保資金は、上記「Ⅰ．本資金調達の目的」に記載した成長戦略を遂行するための原資

として、設備投資、研究開発及び投融資等の先行投資に充当いたします。 

(４) 過去３決算期間の配当状況等 

 平成 22 年３月期 平成 23 年３月期 平成 24 年３月期

１株当たり連結当期純利益 12.89 円 66.78 円 6.85 円

１株当たり年間配当金 

（うち１株当たり中間配当金） 

0.00 円

（0.00 円）

5.00 円 

（0.00 円） 

5.00 円

（0.00 円）

実績連結配当性向 －％ 7.5％ 73.0％

自己資本連結当期純利益率 4.3％ 20.0％ 1.9％

連結純資産配当率 －％ 1.5％ 1.4％ 
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（注）１．実績連結配当性向は、１株当たり年間配当金を１株当たり連結当期純利益で除した
数値です。なお、平成 22 年３月期に関しては、配当を行っていないため、実績連
結配当性向は記載しておりません。 

２．自己資本連結当期純利益率は、連結当期純利益を自己資本（連結貸借対照表上の純
資産合計から新株予約権と少数株主持分を控除した額で期首と期末の平均）で除し
た数値です。 

３．連結純資産配当率は、１株当たり年間配当金を１株当たり純資産（期首と期末の平
均）で除した数値です。なお、平成 22 年３月期に関しては、配当を行っていない
ため、連結純資産配当率は記載しておりません。 

 
５．その他 

(１) 配分先の指定 

 該当事項はありません。 

(２) 希薄化情報 

 ①今回の国内一般募集、海外募集及び本件第三者割当増資による希薄化情報 

平成 25 年１月 31 日現在の発行済株式総数に対する今回の国内一般募集、海外募集及び本件

第三者割当増資による増加株式数（上限）の比率は 9.9％となる見込みです。 

②潜在株式による希薄化情報 

本新株予約権付社債の発行により、平成 25 年１月 31 日現在の発行済株式総数に対する潜在

株式の比率は 16.71％となる見込みです。 

（注）１．発行済株式総数：423,086,658 株（平成 25 年１月 31 日現在） 

今回の国内一般募集、海外募集及び本件第三者割当増資による増加株式数（上限）：42,000,000 株

２．潜在株式の比率は、2013 年満期ユーロ円建無担保転換社債型新株予約権付社債に付された新株予約権

が全て行使された場合、当社又は当社子会社の取締役又は執行役員に対して付与しているストックオ

プションとしての新株予約権が全て行使された場合及び今回発行する本新株予約権付社債に付され

た新株予約権が全て行使された場合に交付される株式数の合計（70,702,979 株）を平成 25 年１月 31

日現在の発行済株式総数で除したものです（全て新株式で交付した場合の潜在株式の比率となりま

す。）。なお、本新株予約権付社債における想定転換価額は 515 円（平成 25 年２月 18 日の株式会社

東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値 412 円の 125％）として計算しています。ま

た、2013 年満期ユーロ円建無担保転換社債型新株予約権付社債及びストックオプションとしての新株

予約権については、平成 25 年１月 31 日現在の残高をもとに計算しています。 

※上記の 2013 年満期ユーロ円建無担保転換社債型新株予約権付社債の残高等は、平成 25 年１月 31 日

現在以下のとおりです。 

新株予約権付社債 

の残高 
払込期日 償還日 転換価額 

資本 

組入額 

20,000 百万円 平成 18年９月 25日 平成 25年９月 30日 693 円 367 円 

※※当社は株式報酬型ストックオプション制度を採用し、会社法に基づき新株予約権を発行しておりま

す。当該ストックオプション付与の状況は、平成 25 年１月 31 日現在以下のとおりです。 

発行決議日 
新株式発行 

予定残数 

新株予約権の行

使時の払込金額
資本組入額 行使期間 

平成 21 年

10 月 19 日 
823,000 株 １円 171 円 

平成 23 年７月１日から 

平成 36 年 11 月５日まで 

平成 22 年

９月 13 日 
36,000 株 １円 172 円 

平成 23 年７月１日から 

平成 36 年 11 月５日まで 
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又は転換社債型新株予約権付社債発行届出目論見書及びその訂正事項分をご覧いただいた上で、投資家ご自身の判断でな
さるようお願いいたします。また、この文書は、米国内における証券の売付け又は買付けの勧誘を構成するものではあり
ません。文中で言及されている証券は、1933 年米国証券法（以下「米国証券法」という。）に基づき登録されておらず、
また、登録される予定もありません。米国証券法上、同法に基づく登録を行うか又は登録からの適用除外の要件を満たさ
ない限り、米国において当該証券に係る売付け又は勧誘を行うことはできません。米国において当該証券の公募を行う場
合には、当社及びその経営陣に関する詳細な情報並びに当社の財務諸表を記載し、当社又は売出人から入手できる英文目
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平成 23 年

９月 12 日 
1,615,000 株 １円 123 円 

平成 26 年７月１日から 

平成 38 年６月 30 日まで 

平成 24 年

９月 10 日 
534,000 株 １円 145 円 

平成 26 年７月１日から 

平成 38 年６月 30 日まで  

(３) 過去のエクイティ･ファイナンスの状況等 

 ①過去３年間に行われたエクイティ・ファイナンスの状況 

  該当事項はありません。 

 ②過去３決算期間及び直前の株価等の推移 

 平成 22 年３月期 平成 23 年３月期 平成 24 年３月期 平成 25 年３月期

始 値 230 円 485 円 450 円 298 円

高 値 491 円 507 円 493 円 413 円

安 値 227 円 310 円 244 円 251 円

終 値 477 円 444 円 297 円 412 円

株価収益率 37.0 倍 6.6 倍 43.4 倍 －  

（注）１．平成 25 年３月期の株価については、平成 25 年２月 18 日(月)現在で表示しています。
２．株価収益率は決算期末の株価（終値）を当該決算期の１株当たり連結当期純利益で

除した数値です。 

 ③過去５年間に行われた第三者割当増資等における割当先の保有方針の変更等 

  該当事項はありません。 

(４) ロックアップについて 

  国内一般募集及び海外募集に関連して、当社は、当該募集に関する引受契約の締結日に始ま

り当該募集に係る受渡期日から起算して 180 日目の日に終了する期間中、グローバル・コーデ

ィネーターの事前の書面による同意なしには、当社株式の発行、当社株式に転換若しくは交換

されうる有価証券の発行又は当社株式を取得若しくは受領する権利を表章する有価証券の発行

等（ただし、国内一般募集、海外募集、本件第三者割当増資、本新株予約権付社債の発行及び

その転換による当社普通株式の交付並びに株式分割による新株式発行等を除く。）を行わない

旨を合意しております。 

 本新株予約権付社債の募集に関連して、当社は、当該募集に関する引受契約の締結日に始ま

り当該募集に係る払込期日の翌営業日から起算して 180 日目の日に終了する期間中、野村證券

株式会社、大和証券株式会社及びみずほ証券株式会社の事前の書面による同意なしには、当社

株式の発行、当社株式に転換若しくは交換されうる有価証券の発行又は当社株式を取得若しく

は受領する権利を表章する有価証券の発行等（ただし、本新株予約権付社債の発行及びその転

換による当社普通株式の交付、国内一般募集、海外募集、本件第三者割当増資並びに株式分割

による新株式発行等を除く。）を行わない旨を合意しております。 

 

 

以  上 


